
議案第５５号  

 

   秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正することに 

ついて 

 

 秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を別紙のとおり改正するもの

とする。 

 

  令和７年１１月２６日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 次の理由により改正するものであります。 

 (1) 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、本市の基幹

系システムを全国統一仕様のシステムに移行することに伴い、住民基本台

帳に記録されていない者を管理する事務について、新たに追加すること。 

 (2) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第９条第１項に規定する準法定事務及び準法定事務処理者を定める命令

の施行に伴い、外国人に対する生活保護の措置に関する事務が準法定事務

とされたため、所要の整理を行うこと。 

 





 

 

秦野市条例第  号  

 

   秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市個人番号の利用事務を定める条例（平成２７年秦野市条例第２１号）

の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第２号中「法別表の第２欄に掲げる事務」を「法別表の第２欄

に掲げる事務（準法定事務を含む。）」に、「第２３項」を「第３４項」に改

める。 

 別表第１項を削り、同表中 

「 

２ 秦野市重度障害者医

療費の助成に関する条

例（平成８年秦野市条

例第２５号）による重

度障害者医療費の助成

に関する事務 

地方税法その他地方税に関する法律に基づき

算定した都道府県民税に係る税額又はその算

定の基礎となる事項に関する情報（以下「都

道府県民税関係情報」という。） 

 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる保護の実施又は就労自立給付金の支給に

関する情報（以下「生活保護関係情報」とい

う。） 

社会局長通知による外国人に対する生活保護

の措置に関する情報（以下「外国人生活保護

関係情報」という。） 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

国民健康保険法による国民健康保険の被保険

者の資格に関する情報（以下「国民健康保険

資格関係情報」という。） 

後期高齢者医療給付関係情報 

３ 秦野市日常生活用具

給付等事業実施要綱

（平成１８年１０月１

日施行）による日常生 

市区町村民税関係情報 
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活用具給付等事業に関

する事務 

 

を 

４ 秦野市移動支援事業

実施要綱（平成１８年

１０月１日施行）によ

る移動支援事業に関す

る事務 

市区町村民税関係情報 

５ 秦野市地域活動支援

センター事業実施要綱

（平成１８年１０月１

日施行）による地域活

動支援センター事業に

関する事務 

市区町村民税関係情報 

６ 秦野市日中一時支援

事業実施要綱（平成 

１８年１０月１日施行） 

による日中一時支援事

業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

７ 秦野市訪問入浴サー

ビス事業実施要綱（平 

成１９年４月１日施行） 

による訪問入浴サービ

ス事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

８ 秦野市障害者グルー

プホーム家賃助成金の

支給に関する要綱（平 

成２０年４月１日施行） 

による障害者グループ

ホーム家賃助成金の支

給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律による地域生活支援事業の

実施に関する情報 

９ 神奈川県在宅重度障

害者等手当支給条例 

都道府県民税関係情報 
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（昭和４４年神奈川県

条例第９号）による手

当の支給に関する事務 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

 

障害児福祉手当等関係情報 

１０ 秦野市ひとり親家

庭等医療費の助成に関

する条例（平成８年秦

野市条例第２３号）に

よるひとり親家庭等医

療費の助成に関する事

務 

都道府県民税関係情報  

生活保護関係情報  

外国人生活保護関係情報  

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

 

特別児童扶養手当関係情報  

自立支援給付関係情報  

秦野市重度障害者医療費の助成に関する条例

による重度障害者医療費の助成に関する情報

（以下「重度障害者医療費助成関係情報」と

いう。） 

 

国民健康保険資格関係情報  

児童扶養手当関係情報  

秦野市こども医療費の助成に関する条例（平

成８年秦野市条例第２４号）によるこども医

療費の助成に関する情報 

 

１１ 秦野市こども医療

費の助成に関する条例

によるこども医療費の

助成に関する事務 

市区町村民税関係情報  

生活保護関係情報  

外国人生活保護関係情報  

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

 

自立支援給付関係情報  

重度障害者医療費助成関係情報  

国民健康保険資格関係情報  

児童手当関係情報  

秦野市ひとり親家庭等医療費の助成に関する

条例によるひとり親家庭等医療費の助成に関

する情報 

 

                                  」 
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「 

１ 秦野市重度障害者医

療費の助成に関する条

例（平成８年秦野市条

例第２５号）による重

度障害者医療費の助成

に関する事務 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その

他地方税に関する法律に基づき算定した都道

府県民税に係る税額又はその算定の基礎とな

る事項に関する情報（以下「都道府県民税関

係情報」という。） 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる保護の実施又は就労自立給付金の支給に

関する情報（以下「生活保護関係情報」とい

う。） 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）による身体障害者手帳又は精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）による精神障害者保健福祉手

帳に関する情報（以下「身体障害者手帳又は

精神障害者保健福祉手帳に関する情報」とい 

う。） 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）による国民健康保険の被保険者の資格に

関する情報（以下「国民健康保険資格関係情

報」という。） 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関する情報 

生活に困窮する外国人に対する生活保護の措

置について（昭和２９年５月８日社発第 

３８２号厚生省社会局長通知。以下「社会局

長通知」という。）による外国人に対する生

活保護の措置に関する情報（以下「外国人生

活保護関係情報」という。） 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者

（本市の住民基本台帳に記録されていない者 
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 であって、本市において事務に必要な情報を

住民基本台帳とは別に管理しておく必要があ

るものをいう。以下同じ。）の情報の管理に

関する情報（以下「住登外者宛名情報」とい

う。） 

２ 秦野市日常生活用具

給付等事業実施要綱

（平成１８年１０月１

日施行）による日常生

活用具給付等事業に関

する事務 

地方税法その他地方税に関する法律に基づき

算定した市区町村民税に係る税額又はその算

定の基礎となる事項に関する情報（以下「市

区町村民税関係情報」という。） 

住登外者宛名情報 

３ 秦野市移動支援事業

実施要綱（平成１８年

１０月１日施行）によ

る移動支援事業に関す

る事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

４ 秦野市地域活動支援

センター事業実施要綱

（平成１８年１０月１

日施行）による地域活

動支援センター事業に

関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

５ 秦野市日中一時支援

事業実施要綱（平成 

１８年１０月１日施行） 

による日中一時支援事

業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

６ 秦野市訪問入浴サー

ビス事業実施要綱（平 

成１９年４月１日施行） 

による訪問入浴サービ

ス事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 
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７ 秦野市障害者グルー

プホーム家賃助成金の

支給に関する要綱（平 

成２０年４月１日施行） 

による障害者グループ

ホーム家賃助成金の支

給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）による地域生活支援事業の実施に関する

情報 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

８ 神奈川県在宅重度障

害者等手当支給条例

（昭和４４年神奈川県

条例第９号）による手

当の支給に関する事務 

都道府県民税関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭

和３９年法律第１３４号）による障害児福祉

手当若しくは特別障害者手当又は国民年金法

等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第

３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支

給に関する情報（以下「障害児福祉手当等関

係情報」という。） 

住登外者宛名情報 

９ 秦野市ひとり親家庭

等医療費の助成に関す

る条例（平成８年秦野

市条例第２３号）によ

るひとり親家庭等医療

費の助成に関する事務 

都道府県民税関係情報 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律によ

る特別児童扶養手当の支給に関する情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律による自立支援給付の支給

に関する情報（以下「自立支援給付関係情

報」という。） 

秦野市重度障害者医療費の助成に関する条例

による重度障害者医療費の助成に関する情報 
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 （以下「重度障害者医療費助成関係情報」と

いう。） 

に、 

国民健康保険資格関係情報 

児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号） 

による児童扶養手当の支給に関する情報（以

下「児童扶養手当関係情報」という。） 

秦野市こども医療費の助成に関する条例（平

成８年秦野市条例第２４号）によるこども医

療費の助成に関する情報 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１０ 秦野市こども医療

費の助成に関する条例

によるこども医療費の

助成に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報 

自立支援給付関係情報 

重度障害者医療費助成関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

児童手当法（昭和４６年法律第７３号）によ

る児童手当及び子ども・子育て支援法等の一

部を改正する法律（令和６年法律第４７号）

附則第１３条第１項の規定によりなお従前の

例によることとされた同法第１２条の規定に

よる改正前の児童手当法附則第２条第１項の

給付の支給に関する情報（以下「児童手当関

係情報という。」） 

外国人生活保護関係情報 

秦野市ひとり親家庭等医療費の助成に関する

条例によるひとり親家庭等医療費の助成に関

する情報 

住登外者宛名情報 

１１ 住登外者宛名番号 地方税法その他の地方税に関する法律に基づ 
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管理機能による住登外

者の情報の管理に関す

る事務 

く条例の規定により算定した税額若しくはそ

の算定の基礎となる事項に関する情報 

児童手当関係情報 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）によ

る保険給付の支給、地域支援事業の実施若し

くは保険料の徴収に関する情報 

自立支援給付関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律による療養介護若しくは施

設入所支援に関する情報 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

よる障害児通所支援に関する情報 

生活保護関係情報 

児童扶養手当関係情報 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第 

３０号）による支援給付又は配偶者支援金の

支給に関する情報 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年

法律第１２９号）による給付金の支給に関す

る情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福祉手帳

に関する情報又は児童福祉法による児童及び

その家族についての調査及び判定若しくは知

的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

にいう知的障害者に関する情報 

母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の

貸付けに関する情報（以下「母子父子寡婦資

金貸付関係情報」という。） 

児童福祉法による障害児入所支援若しくは措

置（同法第２７条第１項第３号の措置をい 
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 う。）に関する情報 

児童福祉法による障害児入所支援、措置（同

法第２７条第１項第３号若しくは第２項又は

第２７条の２第１項の措置をいう。）又は日

常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支

援の実施に関する情報 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律

（平成２２年法律第１８号）による就学支援

金の支給に関する情報 

医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関す

る法律による医療に関する給付の支給又は保

険料の徴収に関する情報 

国民健康保険法第５６条第１項に規定する他

の法令による給付の支給に関する情報 

健康保険法（大正１１年法律第７０号）第 

５５条に規定する他の法令による給付の支給

に関する情報 

健康保険法第１２８条に規定する他の法令に

よる給付の支給に関する情報 

高齢者の医療の確保に関する法律第５７条第

１項に規定する他の法令による給付の支給に

関する情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第７条に規定する他の法令

により行われる給付の支給に関する情報 

船員保険法（昭和１４年第７３号）第３３条

に規定する他の法令による給付の支給に関す

る情報 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

３０条の２に規定する他の法律による医療に

関する給付の支給に関する情報 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 
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 に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第３９条第１項に規定する他の法律による医

療に関する給付の支給に関する情報 

医療保険各法その他の法令による医療に関す

る給付の支給に関する情報 

国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）そ

の他の法令による給付の支給に関する情報 

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に

よる給付の支給に関する情報 

雇用保険法による教育訓練給付金の支給に関

する情報 

雇用保険法による基本手当若しくは高年齢雇

用継続基本給付金の支給に関する情報 

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の 

支援に関する法律（平成２３年法律第４７号） 

による職業訓練受講給付金の支給に関する情

報 

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第 

５０号）による給付の支給に関する情報 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律

（平成２４年法律第１０２号）による年金生

活者支援給付金の支給に関する情報 

難病の患者に対する医療等に関する法律（平 

成２６年法律第５０号）第１２条に規定する

他の法令による給付の支給に関する情報 

予防接種法（昭和２３年法律第６８号）によ

る予防接種の実施に関する情報 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

２４年法律第３１号）による予防接種の実施

に関する情報 

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のた

めの預貯金口座の登録等に関する法律（令和 
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 ３年法律第３８号）第３条第３項第１号から

第３号までに規定する事項 

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律

（昭和４１年法律第１３２号）第１８条第２

号の訓練手当の支給（都道府県知事が行うも

のに限る。）に関する情報 

外国人生活保護関係情報 

                                  」 

「 

１２ 地方税法その他の地方税に関す

る法律及びこれらの法律に基づく条

例による地方税の賦課徴収又は地方

税に関する調査（犯則事件の調査を

含む。）に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

を 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

１３ 生活保護法による保護の決定及

び実施、就労自立給付金の支給、保

護に要する費用の返還又は徴収金の

徴収に関する事務 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

１４ 児童福祉法（昭和２２年法律第 

１６４号）による障害児通所給付費、 

特例障害児通所給付費、高額障害児

通所給付費、肢体不自由児通所医療

費、障害児相談支援給付費若しくは

特例障害児相談支援給付費の支給、

障害福祉サービスの提供、保育所に

おける保育の実施若しくは措置又は

費用の徴収に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

１５ 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律によ

る自立支援給付の支給又は地域生活

支援事業の実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 
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１６ 介護保険法による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保険料

の徴収に関する事務 

外国人生活保護関係情報  

１７ 国民健康保険法による保険給付

の支給又は保険料の徴収に関する事

務 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第１項

に規定する他の法令による給付

の支給に関する情報 

１８ 高齢者の医療の確保に関する法

律による後期高齢者医療給付の支給

又は保険料の徴収に関する事務 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

                                  」 

「 

１２ 地方税法その他の地方税

に関する法律及びこれらの法

律に基づく条例による地方税

の賦課徴収又は地方税に関す

る調査（犯則事件の調査を含

む。）に関する事務 

介護保険法による保険給付の支給、地

域支援事業の実施又は保険料の徴収に

関する情報（以下「介護保険給付関係

情報」という。） 

 

国民健康保険資格関係情報 

外国人生活保護関係書類 

住登外者宛名情報 

１３ 生活保護法による保護の

決定及び実施、就労自立給付

金の支給、保護に要する費用

の返還又は徴収金の徴収に関

する事務 

予防接種法による障害児養育年金、障

害年金又は遺族年金の支給に関する情

報（以下「予防接種年金支給関係情

報」という。） 

健康増進法（平成１４年法律第１０３

号）による健康増進事業の実施に関す

る情報（以下「健康増進事業実施関係

情報」という。） 

所得税法（昭和４０年法律第３３号） 
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 第１４９条の規定により青色申告書に

添付すべき書類（事業所得の金額の計

算に関する明細書に限る。）に関する

情報（以下「所得税関係情報」とい 

う。） 

に、 

生活困窮者自立支援法（平成２５年法

律第１０５号）による生活困窮者住居

確保給付金の支給に関する情報（以下

「生活困窮者住居確保給付金支給関係

情報」という。） 

職業能力開発促進法（昭和４４年法律

第６４号）による求職者に対する職業

訓練の実施に関する情報（以下「職業

訓練実施関係情報」という。） 

国民健康保険法による健康教育、健康

相談及び健康診査並びに健康管理及び

疾病の予防に係る被保険者の自助努力

についての支援その他の被保険者の健

康の保持増進のために必要な事業の実

施に関する情報（以下「国民健康保持

増進事業関係情報」という。） 

高齢者の医療の確保に関する法律によ

る特定健康診査若しくは特定保健指導

の実施、傷病手当金の支給又は健康教

育、健康相談、健康診査及び保健指導

並びに健康管理及び疾病の予防に係る

被保険者の自助努力についての支援そ

の他の被保険者の健康の保持増進のた

めに必要な事業の実施に関する情報

（以下「高齢者健康保持増進事業関係

情報」という。） 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福 
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 祉手帳に関する情報  

母子父子寡婦資金貸付関係情報 

住登外者宛名情報 

１４ 児童福祉法による障害児

通所給付費、特例障害児通所

給付費、高額障害児通所給付 

費、肢体不自由児通所医療費、 

障害児相談支援給付費若しく

は特例障害児相談支援給付費

の支給、障害福祉サービスの

提供、保育所における保育の

実施若しくは措置又は費用の

徴収に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１５ 障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するた

めの法律による自立支援給付

の支給又は地域生活支援事業

の実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１６ 介護保険法による保険給

付の支給、地域支援事業の実

施又は保険料の徴収に関する

事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１７ 国民健康保険法による保

険給付の支給又は保険料の徴

収に関する事務 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第１項に規定

する他の法令による給付の支給に関す

る情報 

住登外者宛名情報 

１８ 高齢者の医療の確保に関

する法律による後期高齢者医

療給付の支給又は保険料の徴

収に関する事務 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健福

祉手帳に関する情報 

介護保険給付関係情報 

- 14 -



 

 

  国民健康保険資格関係情報  

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

                                  」 

「 

２０ 子ども・子育て支援法（平成 

２４年法律第６５号）による子ども

のための教育・保育給付の支給又は

地域子ども・子育て支援事業の実施

に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

を 

２１ 母子保健法による保健指導、新

生児の訪問指導、健康診査、妊娠の

届出、母子健康手帳の交付、妊産婦

の訪問指導、低体重児の届出、未熟

児の訪問指導、養育医療の給付若し

くは養育医療に要する費用の支給又

は費用の徴収に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

２２ 健康増進法（平成１４年法律第

１０３号）による健康増進事業の実

施に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

                                  」 

「 

２０ 子ども・子育て支援法（平成 

２４年法律第６５号）による子ども

のための教育・保育給付の支給又は

地域子ども・子育て支援事業の実施

に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

に 

住登外者宛名情報 

２１ 母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）による保健指導、新生児 

の訪問指導、健康診査、妊娠の届出、 

母子健康手帳の交付、妊産婦の訪問

指導、低体重児の届出、未熟児の訪 

外国人生活保護関係情報 
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問指導、養育医療の給付若しくは養

育医療に要する費用の支給又は費用

の徴収に関する事務 

  

２２ 健康増進法による健康増進事業

の実施に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

                                  」 

改め、同表に次のように加える。 

２４ 予防接種法による予防接種の実

施に関する事務 

住登外者宛名情報 

２５ 身体障害者福祉法による身体障

害者手帳の交付に関する事務 

住登外者宛名情報 

２６ 知的障害者福祉法による障害福

祉サービス、障害者支援施設等への

入所等の措置又は費用の徴収に関す

る事務 

住登外者宛名情報 

２７ 災害対策基本法（昭和３６年法

律第２２３号）による避難行動要支

援者名簿の作成、個別避難計画の作

成、り災証明書の交付又は被災者台

帳の作成に関する事務 

住登外者宛名情報 

２８ 児童扶養手当法による児童扶養

手当の支給に関する事務 

住登外者宛名情報 

２９ 老人福祉法（昭和３８年法律第

１３３号）による福祉の措置又は費

用の徴収に関する事務 

住登外者宛名情報 

３０ 母子及び父子並びに寡婦福祉法

による給付金の支給に関する事務 

住登外者宛名情報 

３１ 児童手当法による児童手当の支

給に関する事務 

住登外者宛名情報 

３２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の 住登外者宛名情報 
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促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律による支援給付又は配偶

者支援金の支給に関する事務 

 

３３ 公的給付の支給等の迅速かつ確

実な実施のための預貯金口座の登録

等に関する法律による特定公的給付

の支給を実施するための基礎とする

情報の管理に関する事務 

住登外者宛名情報 

３４ 社会局長通知による外国人に対

する生活保護の措置に関する事務 

予防接種年金支給関係情報 

健康増進事業実施関係情報 

所得税関係情報 

生活困窮者住居確保給付金支給

関係情報 

職業訓練実施関係情報 

国民健康保持増進事業関係情報 

高齢者健康保持増進事業関係情

報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

母子父子寡婦資金貸付関係情報 

住登外者宛名情報 

 

   附 則 

 この条例は、令和８年１月１日から施行する。 
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議案第５５号 秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

（個人番号の利用に係る事務）  （個人番号の利用に係る事務） 

第３条 法第９条第２項に規定する条例で定める事務は、次に掲

げる事務のうち規則で定めるものとする。 

第３条 法第９条第２項に規定する条例で定める事務は、次に掲

げる事務のうち規則で定めるものとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 法別表の第２欄に掲げる事務（準法定事務を含む。）のう

ち、市長が行う別表第１２項から第３４項までの左欄に掲げ

る事務 

(2) 法別表の第２欄に掲げる事務のうち、市長が行う別表第 

１２項から第２３項までの左欄に掲げる事務 

２・３ （略） ２・３ （略） 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

事務 特定個人情報 

１ 秦野市重度障害者医療費

の助成に関する条例（平成

８年秦野市条例第２５号）

による重度障害者医療費の

助成に関する事務 

 

 

 

 

地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）その他地方税に関す

る法律に基づき算定した都道府

県民税に係る税額又はその算定

の基礎となる事項に関する情報 

（以下「都道府県民税関係情報」 

という。） 

生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施又 

事務 特定個人情報 

１ 生活に困窮する外国人に

対する生活保護の措置につ

いて（昭和２９年５月８日

社発第３８２号厚生省社会

局長通知。以下「社会局長

通知」という。）による外

国人に対する生活保護の措

置に関する事務 

 

地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）その他地方税に関す

る法律に基づき算定した市区町

村民税に係る税額又はその算定

の基礎となる事項に関する情報 

（以下「市区町村民税関係情報」 

という。） 

身体障害者福祉法（昭和２４年 

法律第２８３号）による身体障 
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は就労自立給付金の支給に関す

る情報（以下「生活保護関係情

報」という。） 

身体障害者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）による身体障

害者手帳又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）による

精神障害者保健福祉手帳に関す

る情報（以下「身体障害者手帳

又は精神障害者保健福祉手帳に

関する情報」という。） 

国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）による国民健康

保険の被保険者の資格に関する

情報（以下「国民健康保険資格

関係情報」という。） 

高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）

による医療に関する給付の支給

又は保険料の徴収に関する情報 

 

 

害者手帳又は精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）による

精神障害者保健福祉手帳に関す

る情報（以下「身体障害者手帳

又は精神障害者保健福祉手帳に

関する情報」という。） 

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律（昭和３９年法律第 

１３４号）による特別児童扶養

手当の支給に関する情報（以下

「特別児童扶養手当関係情報」

という。） 

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律による障害児福祉手当

若しくは特別障害者手当又は国

民年金法等の一部を改正する法

律（昭和６０年法律第３４号）

附則第９７条第１項の福祉手当

の支給に関する情報（以下「障

害児福祉手当等関係情報」とい 
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生活に困窮する外国人に対する

生活保護の措置について（昭和

２９年５月８日社発第３８２号

厚生省社会局長通知。以下「社

会局長通知」という。）による

外国人に対する生活保護の措置

に関する情報（以下「外国人生

活保護関係情報」という。） 

住登外者宛名番号管理機能によ

る住登外者（本市の住民基本台

帳に記録されていない者であっ

て、本市において事務に必要な

情報を住民基本台帳とは別に管

理しておく必要があるものをい

う。以下同じ。）の情報の管理

に関する情報（以下「住登外者 

 宛名情報」という。） 

２ 秦野市日常生活用具給付

等事業実施要綱（平成１８

年１０月１日施行）による

日常生活用具給付等事業に

地方税法その他地方税に関する

法律に基づき算定した市区町村

民税に係る税額又はその算定の

基礎となる事項に関する情報 

う。） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）

による自立支援給付の支給に関

する情報（以下「自立支援給付

関係情報」という。） 

介護保険法（平成９年法律第 

１２３号）による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保

険料の徴収に関する情報（以下

「介護保険給付関係情報」とい

う。） 

国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）による医療に関

する給付の支給又は保険料の徴

収に関する情報 

高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）

による医療に関する給付の支給

又は保険料の徴収に関する情報 
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関する事務 （以下「市区町村民税関係情

報」という。） 

住登外者宛名情報 

３ 秦野市移動支援事業実施

要綱（平成１８年１０月１

日施行）による移動支援事

業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

４ 秦野市地域活動支援セン

ター事業実施要綱（平成 

１８年１０月１日施行）に

よる地域活動支援センター

事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

５ 秦野市日中一時支援事業

実施要綱（平成１８年１０

月１日施行）による日中一

時支援事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

６ 秦野市訪問入浴サービス

事業実施要綱（平成１９年

４月１日施行）による訪問

入浴サービス事業に関する

事務 

市区町村民税関係情報 

住登外者宛名情報 

（以下「後期高齢者医療給付関

係情報」という。） 

児童扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）による児童扶養

手当の支給に関する情報（以下

「児童扶養手当関係情報」とい

う。） 

母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和３９年法律第１２９号）

による給付金の支給に関する情

報 

母子保健法（昭和４０年法律第

１４１号）による養育医療の給

付又は養育医療に要する費用の

支給に関する情報 

児童手当法（昭和４６年法律第

７３号）による児童手当又は特

例給付の支給に関する情報（以

下「児童手当関係情報」とい 

う。） 

２ 秦野市重度障害者医療費 地方税法その他地方税に関する 
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７ 秦野市障害者グループホ

ーム家賃助成金の支給に関

する要綱（平成２０年４月

１日施行）による障害者グ

ループホーム家賃助成金の

支給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）

による地域生活支援事業の実施

に関する情報 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

８ 神奈川県在宅重度障害者

等手当支給条例（昭和４４

年神奈川県条例第９号）に

よる手当の支給に関する事

務 

都道府県民税関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律（昭和３９年法律第 

１３４号）による障害児福祉手

当若しくは特別障害者手当又は

国民年金法等の一部を改正する 

法律（昭和６０年法律第３４号） 

附則第９７条第１項の福祉手当

の支給に関する情報（以下「障

害児福祉手当等関係情報」とい 

の助成に関する条例（平成

８年秦野市条例第２５号）

による重度障害者医療費の

助成に関する事務 

法律に基づき算定した都道府県

民税に係る税額又はその算定の

基礎となる事項に関する情報 

（以下「都道府県民税関係情報」 

という。） 

 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施又

は就労自立給付金の支給に関す

る情報（以下「生活保護関係情

報」という。） 

 社会局長通知による外国人に対

する生活保護の措置に関する情

報（以下「外国人生活保護関係

情報」という。） 

 身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

 国民健康保険法による国民健康

保険の被保険者の資格に関する

情報（以下「国民健康保険資格

関係情報」という。） 

 後期高齢者医療給付関係情報 
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う。） 

住登外者宛名情報 

９ 秦野市ひとり親家庭等医

療費の助成に関する条例 

 （平成８年秦野市条例第 

 ２３号）によるひとり親家

庭等医療費の助成に関する

事務 

都道府県民税関係情報 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

特別児童扶養手当等の支給に関

する法律による特別児童扶養手

当の支給に関する情報 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

による自立支援給付の支給に関

する情報（以下「自立支援給付

関係情報」という。） 

秦野市重度障害者医療費の助成

に関する条例による重度障害者

医療費の助成に関する情報（以

下「重度障害者医療費助成関係

情報」という。） 

国民健康保険資格関係情報 

児童扶養手当法（昭和３６年法 

３ 秦野市日常生活用具給付

等事業実施要綱（平成１８

年１０月１日施行）による

日常生活用具給付等事業に

関する事務 

市区町村民税関係情報 

４ 秦野市移動支援事業実施

要綱（平成１８年１０月１

日施行）による移動支援事

業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

５ 秦野市地域活動支援セン

ター事業実施要綱（平成 

１８年１０月１日施行）に

よる地域活動支援センター

事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

６ 秦野市日中一時支援事業

実施要綱（平成１８年１０

月１日施行）による日中一

時支援事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

７ 秦野市訪問入浴サービス

事業実施要綱（平成１９年

４月１日施行）による訪問 

市区町村民税関係情報 
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律第２３８号）による児童扶養

手当の支給に関する情報（以下

「児童扶養手当関係情報」とい

う。） 

秦野市こども医療費の助成に関

する条例（平成８年秦野市条例

第２４号）によるこども医療費

の助成に関する情報 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１０ 秦野市こども医療費の

助成に関する条例によるこ

ども医療費の助成に関する

事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

自立支援給付関係情報 

重度障害者医療費助成関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

児童手当法（昭和４６年法律第

７３号）による児童手当及び子

ども・子育て支援法等の一部を

改正する法律（令和６年法律第 

入浴サービス事業に関する

事務 

 

８ 秦野市障害者グループホ

ーム家賃助成金の支給に関

する要綱（平成２０年４月

１日施行）による障害者グ

ループホーム家賃助成金の

支給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

による地域生活支援事業の実施

に関する情報 

９ 神奈川県在宅重度障害者

等手当支給条例（昭和４４

年神奈川県条例第９号）に

よる手当の支給に関する事

務 

都道府県民税関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

障害児福祉手当等関係情報 

１０ 秦野市ひとり親家庭等

医療費の助成に関する条例

（平成８年秦野市条例第 

２３号）によるひとり親家

庭等医療費の助成に関する

事務 

都道府県民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

特別児童扶養手当関係情報 

自立支援給付関係情報 
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４７号）附則第１３条第１項の

規定によりなお従前の例による

こととされた同法第１２条の規

定による改正前の児童手当法附

則第２条第１項の給付の支給に

関する情報（以下「児童手当関

係情報という。」） 

外国人生活保護関係情報 

秦野市ひとり親家庭等医療費の

助成に関する条例によるひとり

親家庭等医療費の助成に関する

情報 

住登外者宛名情報 

１１ 住登外者宛名番号管理

機能による住登外者の情報

の管理に関する事務 

地方税法その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の規定によ

り算定した税額若しくはその算

定の基礎となる事項に関する情

報 

 児童手当関係情報 

 介護保険法（平成９年法律第 

１２３号）による保険給付の支 

秦野市重度障害者医療費の助成

に関する条例による重度障害者

医療費の助成に関する情報（以

下「重度障害者医療費助成関係

情報」という。） 

国民健康保険資格関係情報 

児童扶養手当関係情報 

秦野市こども医療費の助成に関

する条例（平成８年秦野市条例

第２４号）によるこども医療費

の助成に関する情報 

１１ 秦野市こども医療費の

助成に関する条例によるこ

ども医療費の助成に関する

事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

自立支援給付関係情報 

重度障害者医療費助成関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

児童手当関係情報 

秦野市ひとり親家庭等医療費の 
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 給、地域支援事業の実施若しく

は保険料の徴収に関する情報 

 自立支援給付関係情報 

 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

による療養介護若しくは施設入

所支援に関する情報 

 児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）による障害児通所支

援に関する情報 

 生活保護関係情報 

 児童扶養手当関係情報 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）による支援給付

又は配偶者支援金の支給に関す

る情報 

 母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和３９年法律第１２９号） 

 助成に関する条例によるひとり

親家庭等医療費の助成に関する

情報 

１２ 地方税法その他の地方

税に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収又は地方

税に関する調査（犯則事件

の調査を含む。）に関する

事務 

外国人生活保護関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

１３ 生活保護法による保護

の決定及び実施、就労自立

給付金の支給、保護に要す

る費用の返還又は徴収金の

徴収に関する事務 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

１４ 児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）による

障害児通所給付費、特例障

害児通所給付費、高額障害

児通所給付費、肢体不自由

児通所医療費、障害児相談 

外国人生活保護関係情報 
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 による給付金の支給に関する情

報 

 身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報又は

児童福祉法による児童及びその

家族についての調査及び判定若

しくは知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）にいう知

的障害者に関する情報 

 母子及び父子並びに寡婦福祉法

による資金の貸付けに関する情

報（以下「母子父子寡婦資金貸

付関係情報」という。） 

 児童福祉法による障害児入所支

援若しくは措置（同法第２７条

第１項第３号の措置をいう。）

に関する情報 

 児童福祉法による障害児入所支

援、措置（同法第２７条第１項

第３号若しくは第２項又は第 

２７条の２第１項の措置をい 

支援給付費若しくは特例障

害児相談支援給付費の支

給、障害福祉サービスの提

供、保育所における保育の

実施若しくは措置又は費用

の徴収に関する事務 

 

１５ 障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支

援給付の支給又は地域生活

支援事業の実施に関する事

務 

外国人生活保護関係情報 

１６ 介護保険法による保険

給付の支給、地域支援事業

の実施又は保険料の徴収に

関する事務 

外国人生活保護関係情報 

１７ 国民健康保険法による

保険給付の支給又は保険料

の徴収に関する事務 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第１項

に規定する他の法令による給付

の支給に関する情報 
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 う。）又は日常生活上の援助及

び生活指導並びに就業の支援の

実施に関する情報 

 高等学校等就学支援金の支給に

関する法律（平成２２年法律第

１８号）による就学支援金の支

給に関する情報 

 医療保険各法又は高齢者の医療

の確保に関する法律による医療

に関する給付の支給又は保険料

の徴収に関する情報 

 国民健康保険法第５６条第１項

に規定する他の法令による給付

の支給に関する情報 

 健康保険法（大正１１年法律第

７０号）第５５条に規定する他

の法令による給付の支給に関す

る情報 

 健康保険法第１２８条に規定す

る他の法令による給付の支給に

関する情報 

１８ 高齢者の医療の確保に

関する法律による後期高齢者

医療給付の支給又は保険料の

徴収に関する事務 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

１９ （略） 

２０ 子ども・子育て支援法 

（平成２４年法律第６５号） 

による子どものための教育 

・保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業の

実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

２１ 母子保健法による保健

指導、新生児の訪問指導、

健康診査、妊娠の届出、母

子健康手帳の交付、妊産婦

の訪問指導、低体重児の届

出、未熟児の訪問指導、養

育医療の給付若しくは養育

医療に要する費用の支給又 

外国人生活保護関係情報 
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 高齢者の医療の確保に関する法

律第５７条第１項に規定する他

の法令による給付の支給に関す

る情報 

 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

第７条に規定する他の法令によ

り行われる給付の支給に関する

情報 

 船員保険法（昭和１４年第７３

号）第３３条に規定する他の法

令による給付の支給に関する情

報 

 精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第３０条の２に規定

する他の法律による医療に関す

る給付の支給に関する情報 

 感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平

成１０年法律第１１４号）第 

３９条第１項に規定する他の法 

は費用の徴収に関する事務  

２２ 健康増進法（平成１４

年法律第１０３号）による

健康増進事業の実施に関す

る事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

２３ （略） 
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 律による医療に関する給付の支

給に関する情報 

 医療保険各法その他の法令によ

る医療に関する給付の支給に関

する情報 

 国民年金法（昭和３４年法律第

１４１号）その他の法令による

給付の支給に関する情報 

 雇用保険法（昭和４９年法律第

１１６号）による給付の支給に

関する情報 

 雇用保険法による教育訓練給付

金の支給に関する情報 

 雇用保険法による基本手当若し

くは高年齢雇用継続基本給付金

の支給に関する情報 

 職業訓練の実施等による特定求

職者の就職の支援に関する法律

（平成２３年法律第４７号）に

よる職業訓練受講給付金の支給

に関する情報 
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 労働者災害補償保険法（昭和 

２２年法律第５０号）による給

付の支給に関する情報 

 年金生活者支援給付金の支給に

関する法律（平成２４年法律第

１０２号）による年金生活者支

援給付金の支給に関する情報 

 難病の患者に対する医療等に関

する法律（平成２６年法律第 

５０号）第１２条に規定する他

の法令による給付の支給に関す

る情報 

 予防接種法（昭和２３年法律第

６８号）による予防接種の実施

に関する情報 

 新型インフルエンザ等対策特別

措置法（平成２４年法律第３１

号）による予防接種の実施に関

する情報 

 公的給付の支給等の迅速かつ確

実な実施のための預貯金口座の 
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 登録等に関する法律（令和３年

法律第３８号）第３条第３項第

１号から第３号までに規定する

事項 

 労働施策の総合的な推進並びに

労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律（昭和

４１年法律第１３２号）第１８

条第２号の訓練手当の支給（都 

道府県知事が行うものに限る。） 

に関する情報 

 外国人生活保護関係情報 

１２ 地方税法その他の地方

税に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収又は地方

税に関する調査（犯則事件

の調査を含む。）に関する

事務 

介護保険法による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保

険料の徴収に関する情報（以下

「介護保険給付関係情報」とい

う。） 

国民健康保険資格関係情報 

外国人生活保護関係書類 

住登外者宛名情報 

１３ 生活保護法による保護 予防接種法による障害児養育年 
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の決定及び実施、就労自立

給付金の支給、保護に要す

る費用の返還又は徴収金の

徴収に関する事務 

金、障害年金又は遺族年金の支

給に関する情報（以下「予防接 

種年金支給関係情報」という。） 

健康増進法（平成１４年法律第

１０３号）による健康増進事業

の実施に関する情報（以下「健

康増進事業実施関係情報」とい

う。） 

 所得税法（昭和４０年法律第 

３３号）第１４９条の規定によ

り青色申告書に添付すべき書類

（事業所得の金額の計算に関す

る明細書に限る。）に関する情

報（以下「所得税関係情報」と

いう。） 

 生活困窮者自立支援法（平成 

２５年法律第１０５号）による

生活困窮者住居確保給付金の支

給に関する情報（以下「生活困

窮者住居確保給付金支給関係情

報」という。） 
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 職業能力開発促進法（昭和４４

年法律第６４号）による求職者

に対する職業訓練の実施に関す

る情報（以下「職業訓練実施関

係情報」という。） 

 国民健康保険法による健康教

育、健康相談及び健康診査並び

に健康管理及び疾病の予防に係

る被保険者の自助努力について

の支援その他の被保険者の健康

の保持増進のために必要な事業

の実施に関する情報（以下「国

民健康保持増進事業関係情報」

という。） 

 高齢者の医療の確保に関する法

律による特定健康診査若しくは

特定保健指導の実施、傷病手当

金の支給又は健康教育、健康相

談、健康診査及び保健指導並び

に健康管理及び疾病の予防に係

る被保険者の自助努力について 
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 の支援その他の被保険者の健康

の保持増進のために必要な事業

の実施に関する情報（以下「高 

齢者健康保持増進事業関係情報」 

という。） 

 身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

 母子父子寡婦資金貸付関係情報 

 住登外者宛名情報 

１４ 児童福祉法による障害

児通所給付費、特例障害児

通所給付費、高額障害児通

所給付費、肢体不自由児通

所医療費、障害児相談支援

給付費若しくは特例障害児

相談支援給付費の支給、障

害福祉サービスの提供、保

育所における保育の実施若

しくは措置又は費用の徴収

に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１５ 障害者の日常生活及び 外国人生活保護関係情報 
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社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支

援給付の支給又は地域生活

支援事業の実施に関する事

務 

住登外者宛名情報 

１６ 介護保険法による保険

給付の支給、地域支援事業

の実施又は保険料の徴収に

関する事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

１７ 国民健康保険法による

保険給付の支給又は保険料

の徴収に関する事務 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第１項

に規定する他の法令による給付

の支給に関する情報 

住登外者宛名情報 

１８ 高齢者の医療の確保に

関する法律による後期高齢

者医療給付の支給又は保険

料の徴収に関する事務 

生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

外国人生活保護関係情報 
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 住登外者宛名情報 

１９ （略） 

２０ 子ども・子育て支援法 

（平成２４年法律第６５号） 

による子どものための教育 

・保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業の

実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

２１ 母子保健法（昭和４０

年法律第１４１号）による

保健指導、新生児の訪問指 

導、健康診査、妊娠の届出、 

母子健康手帳の交付、妊産

婦の訪問指導、低体重児の

届出、未熟児の訪問指導、

養育医療の給付若しくは養

育医療に要する費用の支給

又は費用の徴収に関する事

務 

外国人生活保護関係情報 

２２ 健康増進法による健康

増進事業の実施に関する事 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 
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 務 外国人生活保護関係情報 

住登外者宛名情報 

２３ （略） 

２４ 予防接種法による予防

接種の実施に関する事務 

住登外者宛名情報 

２５ 身体障害者福祉法によ

る身体障害者手帳の交付に

関する事務 

住登外者宛名情報 

２６ 知的障害者福祉法によ

る障害福祉サービス、障害

者支援施設等への入所等の

措置又は費用の徴収に関す

る事務 

住登外者宛名情報 

２７ 災害対策基本法（昭和

３６年法律第２２３号）に

よる避難行動要支援者名簿

の作成、個別避難計画の作

成、り災証明書の交付又は

被災者台帳の作成に関する

事務 

住登外者宛名情報 

２８ 児童扶養手当法による 住登外者宛名情報 

- 21 -



 

児童扶養手当の支給に関す

る事務 

 

２９ 老人福祉法（昭和３８

年法律第１３３号）による

福祉の措置又は費用の徴収

に関する事務 

住登外者宛名情報 

３０ 母子及び父子並びに寡

婦福祉法による給付金の支

給に関する事務 

住登外者宛名情報 

３１ 児童手当法による児童

手当の支給に関する事務 

住登外者宛名情報 

３２ 中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に

関する法律による支援給付

又は配偶者支援金の支給に

関する事務 

住登外者宛名情報 

３３ 公的給付の支給等の迅

速かつ確実な実施のための

預貯金口座の登録等に関す 

住登外者宛名情報 
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る法律による特定公的給付

の支給を実施するための基

礎とする情報の管理に関す

る事務 

 

３４ 社会局長通知による外

国人に対する生活保護の措

置に関する事務 

予防接種年金支給関係情報 

健康増進事業実施関係情報 

所得税関係情報 

 生活困窮者住居確保給付金支給

関係情報 

 職業訓練実施関係情報 

 国民健康保持増進事業関係情報 

 高齢者健康保持増進事業関係情

報 

 身体障害者手帳又は精神障害者

保健福祉手帳に関する情報 

 母子父子寡婦資金貸付関係情報 

 住登外者宛名情報 
 

 
 

   附 則 

 

この条例は、令和８年１月１日から施行する。  
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議案第５５号資料  

 

秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正す  

ることについて  

 

１  条例改正の背景  

次の２つの理由により改正するものです。  

(1) 本市では、住民基本台帳や市税等を管理する基幹系システムに

ついて、法に基づき令和８年１月に全国統一の標準仕様に適合し

たシステムへ移行予定です。これに伴い、住民基本台帳に記録され

ていない「住登外者」の管理機能について、国による見直しの結果、

個人番号（マイナンバー）の独自利用及び庁内連携を行う事務とし

て、条例に定める必要があります。  

(2) 現在、独自利用を行う事務として条例に規定する「外国人に対す

る生活保護の措置に関する事務（以下「外国人生保事務」という。）」

について、省令の施行により、準法定事務として規定されたことか

ら、所要の整理をする必要があります。  

 

２  改正の概要（条例別表）  

(1) 「住登外者宛名番号管理機能」による住登外者の情報の管理に関

する情報（以下「住登外者宛名情報」という。）を取り扱う全ての

事務について、特定個人情報として規定  

(2) 住登外者宛名情報の管理に関する事務について、独自利用を行

う事務として規定  

(3) 外国人生保事務について、準法定事務として規定。併せて、取り

扱う特定個人情報について、日本人を対象とする生活保護法によ

る事務と統一化  

 

３  条例の別表の改正前及び改正後イメージ図  

  別紙のとおり  

 

４  施行日  

  令和８年１月 1 日  



※１ 住登外者とは
本市以外で住民登録をしており、本市の住民基本台帳に
登録されていないが、管理が必要な個人のこと
例：本市に不動産を所有しており、本市が固定資産
税を課税する市外の方 など

※２ 準法定事務とは
マイナンバーを利用できる事務のうち、法律ではなく省
令（主務となる大臣が出す省令）で定められた事務のこと。
ただし番号法別表に規定する、「福祉、保健、医療、社会
保障、税、防災」などと同様の性質を持つ事務に限る。

項 事務 事務名称 特定個人情報

1～11 独自利用
事務

外国人生
保事務

他機関と情報連
携及び庁内連携
をする情報１

〃 情報２
重度障害
者医療費
助成事務
など

（以下、同様に
その事務で取り
扱う情報を全て
規定）

12～23 法定事務 地方税法
に関する
事務など

庁内連携をする
情報１
※他機関と情報
連携をする情報
は番号法に規定

〃 情報２

（以下、同様に
その事務で取り
扱う情報を全て
規定）

項 事務 事務名称 特定個人情報

1～10 独自利用事
務

重度障害者医
療費助成事務
など

他機関と情報連携及び庁内連
携をする情報１

〃 情報２

（以下、同様にその事務で取
り扱う情報を全て規定）

「住登外者（※１）宛名情
報」を追加

11 独自利用事
務

住登外者宛名
番号管理機能
による住登外
者の情報の管
理に関する事
務
（今回追加）

他機関と情報連携及び庁内連
携をする情報１～３８

12～
23

法定事務 地方税法に関
する事務など

庁内連携をする情報１

〃 情報２

（以下、同様にその事務で取
り扱う情報を全て規定）

「住登外者宛名情報」を追加

24～
33

法定事務 予防接種法に
よる予防接種
の実施に関す
る事務など
（今回追加）

住登外者宛名情報

34 準法定事務
（※２）

外国人生保事
務

庁内連携をする情報１～１０
（第１３項の生活保護法によ
る事務と統一化）

(1)

(2)

(3)

項番１から削除し、
項番３４に移動。

条例の別表の改正前及び改正後イメージ図

第１項の外国人
生保事務を削除
したため、２番
以降の項番を繰
上げ

別紙

(1)

(1)

改正前 改正後


